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１．JCAR 北極域研究計画ワークショップの概要 
地球温暖化はほぼ疑いの余地もないほどに顕著に現れており、北極域では他の地域の

2 倍近い速度で温暖化が進行している。雪氷圏の変化は特に顕著で、その影響は北極域
にとどまらず全球に及んでおり、かつ、雪氷圏だけではなく、大気、海洋、陸域生態
や、人間の生活圏、社会・文化圏に至るまで変化を与えている。これらの変化の定性的
な理解はかなり進んできたが、まだ十分ではなく、それを基礎とする予測もまだまだ精
緻化が必要である。過去から現在までの変動実態の理解とともに、変動メカニズムの解
明、短期・長期の予測技術の高度化が重要であり、自然科学と人文・社会科学との連
携、それらの研究を可能とする研究基盤の整備と持続的な研究を可能とする資金及び人
材の確保・育成が必要である。 
現在の北極域研究事業 ArCS の期間が残すところ 2年を切り、その終了後に行うべき

研究について、JCAR メンバーが計画している研究を発表・議論するために JCAR 北極
域研究計画ワークショップを 2 回開催した。第 1回は 2018 年 4 月 12 日に国立極地研
究所で開催された。発表募集に対して 52 件の発表申し込みがあり、そのうち 45 件の
発表があった。最後の討論で、今回発表できなかった人や発表したい人がいること、関
連する研究は集約したいとのことだったので、さらなるワークショップを開催すること
にした。第 2回目のワークショップは 2018年 9月 19 日に国立極地研究所で開催され
た。これには 17 件の発表があった。 

JCAR が 2018 年に改訂した「北極環境研究の長期構想」（参考資料として加えてあ
る）は今後 10~20 年で“解明すべき課題”についてまとめたものだが、このワークショッ
プではより近い将来において“実施したい研究計画”について議論することとした。さら
に発表し議論することによって、その計画内容をより良くし、関連する研究については
連携の可能性を探る場とした。 
この 2 回のワークショップでは、超高層の大気物理学から、雲・エアロゾル・温室効

果気体・大気汚染物質研究、大気－海洋－陸域物質循環研究、積雪動態・氷床・気候応
答・海水準研究、海洋物理・海洋生態・海氷・波浪研究、永久凍土・水循環・森林火
災・植生研究、航路・資源・観光・流出油の研究、先住民・社会変化・人間移動の研究
や政策・国際組織・国際法の研究等、多岐にわたる発表があった。また、それらの基盤
に関する観測機器開発・人材育成や GRENE 北極事業についての発表もあった。図 1 は
これら２回のワークショップで議論された研究対象や分野をまとめたもので、研究対象
とする現象や領域間に相互作用があり、また研究を進める上で研究分野間の連携が必要
不可欠であることを示している。図２には各提案者の要旨に記述された分野分類を集計
したもので、自然科学分野の発表が多いが、人文、社会、工学分野からの発表数も一定
数あり、日本での北極研究の裾野の広がりを示すものといえる。発表されたこれらの研
究計画は 5-10 年先までに実施すべき計画で、それは次期北極域研究事業の枠にこだわ
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らず、新学術や基盤研究などの科研費やその他のファンディングも念頭に入れたともの
とした（図 3）。 
第 2回目のワークショップの後半で行った総合討論で、これらの提案のまとめ方、次

期北極域研究事業における JCAR の活動や砕氷調査船に関して議論した。この時の議論
を第 2 章「JCARからの北極域研究に関する文科省への要望」としてまとめた。また、
砕氷調査船に関しては参照資料「砕氷機能を有する北極域研究船の要望書」としてまと
めた。 

 

図１ JCAR 北極域研究計画ワークショップで提案があった研究の分布 
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図２ 分野別の発表数。提案者が提出した要旨の中にその研究がどの分野に
関連するか記述した。横断的な研究については複数の分野を選択可と
したため、総数は発表数よりも多い。 

図３ 想定している内容・期間や財源。複数選択可としている。 
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２. JCAR から文科省への北極域研究に関する要望 

２回の JCAR 北極域研究計画ワークショップの総合討論で議論した内容を以下のように

まとめた。 

 

2.1 次期北極域研究事業における JCAR の活用 

JCAR には現在約 430 名の会員が登録し、自然科学のみならず人文・社会科学、工学

の研究者や学生が参加している。また、サイエンスコミュニケータや新聞記者、高校教

師などの研究者以外の方も少数いる。このような多様な分野の会員から成るコミュニテ

ィの特徴を利用できる機能を次期北極域研究事業に設定し、我が国の北極域研究を支援

すべきである。例えば、研究者ニーズの調査、分野横断的な会合の設定、一般市民への

研究成果の広報など、がその機能として考えられる。 

 

2.2 次期北極域研究事業におけるオールジャパン体制の構築 

「１．北極域研究計画ワークショップの概要」に示してあるように、北極域研究を希

望している研究者やその研究計画は数多い。次期北極域研究事業を策定する際には、戦

略目標に沿った研究計画は基本的に必ず公募することによって作り上げるべきである。

また、ワークショップで議論された全ての研究計画が次期北極域研究事業の中で取り上

げられるわけではないと考えられるが、その場合でもなるべく多くの研究者が北極域研

究に挑戦できる機会を与えるべきである。 

 

2.3 長期継続観測（モニタリング）を可能にする研究基盤の確立 

気候変動を評価するには長期継続観測が必要である。そのような地道な活動に予算を

充てることで、国際的な北極観測ネットワークの一翼を担い、日本のプレゼンスを示す

べきである。長期継続観測は、SAON のイニシヤチブに貢献することにもなる。また、

観測拠点、観測船、衛星、データサイエンスセンター（ADS 等）の充実も望まれる。 

 

2.4 砕氷機能を有する北極域調査船の活用 

「砕氷機能を有する北極域研究船の要望書」を参照 

 

2.5 継続的な北極研究体制の確立 

サステナブルな北極域研究になるような資金の獲得（例えば補助金研究から事業費（運

営費交付金）による研究への移行）が望まれる。共同利用研究体制を強化し、北極砕氷調

査船の運航費を捻出できるようにし、若手北極研究者があこがれ、落ち着いて重要な研究

課題に取り組めるよう、長期的な研究基盤の確立、常勤研究ポストの拡充が望まれる。 
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